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 本調査の結果について、1)多面的・多層的・多様な形で実施されている学校内外の海洋

教育プログラム、2)海洋教育プログラムにおける類型、3)課題として挙がった声、の 3 点

からまとめ、最後に今後の海洋教育の推進について述べる。 

 

1) 多面的・多層的・多様な形で実施されている学校内外の海洋教育プログラム 

本調査でヒアリング調査対象としたのはわずか 15 事例であるものの、これらから現状

でも海洋教育のプログラムの実施はかなり進展しつつあると言える（表 3-1～表 3-3）。 

その内容として、初等・中等教育における海洋教育プログラムにおいては、その対象

は各機関・団体に所属する児童・生徒であり、そのほとんどが普及的なプログラムであ

った。さらに小学校においては例外なく外部機関との連携の下で海洋教育プログラムが

進められていた。また、神奈川県立海洋科学高等学校は、前身が旧水産系高等学校であ

ったこともあり、専門的な海洋教育プログラムも有していた。 

次に高等教育における海洋教育プログラム・カリキュラムにおいて、その主な対象は

小学生から大学院生までと幅広いものであり、普及的な海洋教育と専門的な海洋教育の

両方を直接実施、ないしは協力・連携の形で進めていた。また専門的な海洋教育におい

ては、海に対する横断的な領域を内包した総合的なカリキュラムが立ち上がりつつあっ

た。 

最後に、社会・その他教育における海洋教育プログラムについて、4 機関・団体のうち、

3 機関・団体において対象を一般としており、間口の広い活動を行っていた。また社会・

その他教育においても専門型の海洋教育を実施している機関・団体もあった。 

これらの実態をまとめるならば、まず学校のみならず博物館や学会、地域密着型の市

民団体等も海洋教育の主体となって活動しており、様々な場で取り組まれていたことが

挙げられる。また、実施されている海洋教育の内容に応じて海洋教育の実施主体並びに

関係する省庁・自治体が複層的に絡み合い、参加窓口も学校機関、博物館、地域、学会

等多くのルートを持ち、多種多様な形で協力・連携・参加が進められていた。さらにこ

れらのプログラムは、初等・中等教育であれば、総合的な学習の時間の他に、社会、理

科、家庭科、体育といった既存科目に落とし込み、幅広い分野で提案・実施されていた。

また高等教育における専門的人材の育成では、総合的・統合的な海の知識を持った専門

家の養成が進められていることがわかった。その上、社会・その他教育では、MARE や

ウォーターワイズプログラムのように海外の教育プログラム・カリキュラムも展開・推

進されていることが明らかになった。このように幅広い科目、総合的・統合的な海洋教

育、海外事例の応用という多彩なプログラムが実施されている現状が明らかになった。

加えて、東京大学海洋アライアンスにおける海洋教育促進研究センターやこれと連携す

る横浜国立大学や琉球大学は、高等教育機関を中心に海洋基本法の理念に沿った海洋教

育の活動や支援を明示的に掲げてプログラム・カリキュラムを展開している。このよう

に、本ヒアリング調査を通じて同法に触発された動きについても、明らかにできた。 

このように本調査の対象となった事例は多くはないが、我が国で行われている様々な

側面を持って展開している海洋教育全体の一端を指し示すことができたと言えよう。 
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表 3-1 ヒアリング調査対象とした初等・中等教育機関における海洋教育プログラムの概要 

機関・団体名 プログラム・カリキュラム 対象 普及 専門 教材・施設 財源 外部との連携 備考 

江東区立臨海小
学校 

東京海洋大学サイエンス教室 5 年生 ○  東京海洋大学施
設

江東区教
育委員会

東京海洋大学  

海に関わるその他の活動 － ○ － － － 臨海学校等

港区立港陽小学
校 

アマモの育成 4 年生 ○  水槽、お台場海
浜公園  海辺つくり研究会、

他
「地域に根差
し た 環境 教
育」として全
学年でそれぞ
れ実施 

海苔づくり 5 年生 ○  お 台 場 海 浜 公
園、作業船等

港区 お台場海苔づくり
実行委員会、他

海に関わるその他の活動 全学年 ○ － － －

横浜市立金沢小
学校 

海の森（海の再生・アマモ） 4 年生 ○  海の公園、水槽、
副読本等  海辺つくり研究会 

「海の環境教
育」の一環と
して全学年で
それぞれ実施 

海の森委員会（海の再生・アマ
モの育成・海へのアマモ移植活
動） 

5 年生 
6 年生 ○  

海の公園、活動
パネル、アマモの
苗育成等 

 
金沢八景－東京湾
アマモ場再生会議、
横浜市立大学、他

海に関わるその他の活動 全学年 ○ 海の公園 － 金沢・柴漁港、他 

横浜国立大学教
育人間科学部附
属鎌倉小学校／
附属鎌倉中学校

ウィンドサーフィン 3 年生～
6 年生

○  ウィンドサーフ
ィン、セイル等

日本財団 チャレンジスポー
ツクラブ

笹川スポーツ
財団も関与

海の総合的な学習 小学生
全学年

○   日本財団  日本丸海洋教
室等

ビーチコーミングを通じた環
境教育 

中学 3 年
生

○  収集したゴミ 日産科学
振興財団

ビーチコーミング・海
洋環境の専門家 

 

琉球大学教育学
部附属中学校

家庭科食教育への実践に向け
て 1 年生 ○  魚、調理器具等 日本財団 琉球大学教育学部  

私立逗子開成中
学校 

OP ヨット製作 1 年生 ○  海洋教育センタ
ー、OP ヨット等

   

ヨット帆走 全学年 ○ OP ヨット等

遠泳 3 年生 ○  逗子海岸、船艇
等

 小田原ライフセー
ビングクラブ

 

神奈川県立海洋
科学高等学校 

海洋科学基礎 1 年生 ○   県費 (独)海洋研究開発機
構 

学校設定教科
「海洋科学」 
の中で展開

水産基礎 1 年生 ○ ○ 長 井 海 洋 実 習
場、カッター等

県費  乗船実習 

海に関わるその他の活動 高校生
・一般

○  － － － マリンスポー
ツ教室等 
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表 3-2 ヒアリング調査対象とした高等教育機関における海洋教育プログラム・カリキュラムの概要 

機関・団体名 プログラム・カリキュラム 対象 普及 専門 教材・施設 財源 外部との連携 備考

東京海洋大学 

気候変動の世紀における体系
的海洋学教育プログラム 

大学生・
大学院生

 ○ 船舶 文科省特
別経費 

(独)海洋研究開発機
構、国立極地研究
所、他

海洋観測の
専門人材を
育成

江戸前の海 学びの環づくり
（東京海洋大学 江戸前 ESD
協議会） 

小学生～
大学生・
一般

○ ○ 
博物館、図書館、
資料館、各区の
施設等 

環境省、日
本生命財
団等

船の科学館、港区、
大田区、江戸川区、
漁師、他

 

海に関わるその他の活動 高校生・
一般

○  － － 船の科学館、水産系
高等学校

公開講座、高
大連携等

東京大学海洋ア
ライアンス 

海洋学際教育プログラム 大学院生  ○  日本財団  
 
 海洋教育促進研究センター 小学生～

高校生
○ ○  日本財団 日本財団、海洋政策

研究財団、他

横浜国立大学統
合的海洋教育・
研究センター 

統合的海洋管理学プログラム 大学院生  ○ 

横浜国立大学教
育人間学部附属
理科教育実習施
設、船舶等 

文科省特
別経費、日
本財団助
成、(独)科
学技術振
興機構等

(独)海洋研究開発機
構、創価大学大学院
工学系研究科、北里
大学水産学部、国土
交通省、(独)水産総
合研究センター、他

真鶴小学校
と連携授業 

琉球大学教育学
部 

教育実践シュノーケリング学
習 

小学生 
(大学生) ○ （○） シュノーケル、

プール 日本財団 
国立沖縄青少年交
流の家・海洋研修
場、他

ライフセー
ビング実習
と連動実施

海洋エネルギー・環境教育に
関する教材開発 小学生 ○  

簡 易 水 力 発 電
機、吉の浦公園
の海浜等 

日本財団 中城村教育委員会、
中城村商工会、他  

家庭科食教育への実践に向け
て 小学生 ○  調理器具・機器、

視聴覚教材 日本財団  小中大連携
による実施

座間味島での「海」を素材と
した図工・美術教育実践（美
術科教育実践法） 

大学生・
大学院生

 ○ その場にあるも
の 日本財団 

県立南部医療セン
ター・こども医療セ
ンター、座間味コミ
ュニティーセンタ
ー、他 

 

「海が身近な子ども達」と対
応できる教師実践力研究

大学生  ○ 教室、図書館等 日本財団 与那国町立久部良
小学校

 

海に関わるその他の活動 － ○ ○ － 日本財団 － 
算数・数学の
海洋教材開
発等
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表 3-3 ヒアリング調査対象とした社会・その他機関における海洋教育プログラムの概要 
機関・団体名 プログラム・カリキュラム 対象 普及 専門 教材・施設 財源 外部との連携 備考 

船の科学館 

シップ・ウォッチング in 東京
港 一般 ○  船舶、東京湾 

参加者か
ら一部徴
収

海上保安庁、東京湾
岸警察署、臨港消防
署、東京税関

 

セーリングカヌー操船体験教
室 一般 ○  セーリングカヌ

ー
 東京海洋大学ヨッ

ト部 OB  

海に関わるその他の活動 一般 ○  － － － 
カヌー操船、
海と船の工
作ひろば等

マリンワールド
海の中道 

バックヤードツアー 一般 ○  同館施設    

海に関わるその他の活動 一般 ○  － － (独)国際協力機構 
ワークシー
ト見学、職場
体験等

特定非営利活動
法人海辺つくり
研究会 

夢ワカメ・ワークショップ 
 一般 ○  

ワカメ、みなと
みらい臨港パー
ク（横浜市） 

三井物産
環境基金、
一般社団
法人みな
とみらい
21 

夢ワカメ・ワークシ
ョップ実行委員会 

ワカメの養
殖にあたっ
て釜石湾自
然体験学習
も実施 

特定非営利活動
法人海の自然史
研究所 
 

MARE（海を学ぶための体系
的な教育プログラム） 

幼稚園児
～中学 2
年生

○  プログラム毎に
一式のセット 日本財団 博物館、他 

屋内実施、カ
リフォルニ
ア大学バー
クレー校ロ
ーレンス科
学教育研究
所開発教材
を使用

COS（海洋科学コミュニケー
ション実践講座） 

大学生・
大 学 院
生・教員
等 

 ○ 教室、博物館内 日本財団 科学教育の専門家 

「この先、海です」プロジェ
クト 小学生 ○  ステッカー等  市町村の雨水管理

者
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ム・副読本や教材の充実、もしくはこれを提供できる外部機関を必要と考えている声も

あった。この他、海という自然を相手にしていることから授業・研修進度と体験実習の

日程調整を行うことの困難さ、海洋教育を担う人材が別個に活動していること、学校機

関と海洋教育のプログラムを提供できる外部機関との橋渡し役の充実、海洋教育を行う

安全な環境・場の整備、保護者の関心を海に向ける仕組みの構築、一部教員への負担集

中等が課題として挙げられた。 

 また、日本財団をはじめとする海に関わる活動への助成事業によって、海洋教育活動

が支えられているという実情も多く見られ、これが中断した場合継続が困難になる見通

しを示す声もあった。 

 

今後の海洋教育の推進について 

今年度の調査は、初等・中等教育機関、高等教育機関、社会人・その他機関の三つの

カテゴリー、計 15 事例についてヒアリング調査を行うとともに、文献・資料・Web サイ

トからの情報も集めた。しかし、本調査で取り上げることができなかった海洋教育につ

いて、様々な地域において多数のプログラムが存在していると推察される。さらに次年

度から小学校で、平成 24 年度からは中学校と、高等学校の一部科目で新学習指導要領に

移行することから、これに基づく海洋教育活動の展開も今後注視していかなければなら

ない。また、アメリカの海洋教育プログラムやニュージーランドのウォーターワイズプ

ログラムといった海外における海洋教育の実践も我が国の海洋教育において活用されて

いることがわかった。したがって、次年度以降について、調査対象件数を拡大し、海外

で展開している活動も視野に入れた事例調査の継続が望まれる。 

さらに、本調査を通じて挙げられた課題に対して、カテゴリー別に区分した海洋教育

の活動事例の一覧が一目で確認でき、関連情報も含めて把握できるような仕組みが有効

と考えられる。さきほど紹介した課題として、海洋教育について、学校教育における継

続性、カリキュラム・副読本・教材等の充実、自然を相手にした日程調整、学校機関に

外部の人材を繋ぐ橋渡し役の充実、安全な環境・場の整備といった点を挙げた。これら

に対して、海洋教育のケーススタディを広く集め、容易にアクセスが可能な場を構築す

ることにより、海洋教育の実践に意欲を持つ主体者が、より効果的な海洋教育プログラ

ムや教材を、より適切な外部の協力・連携機関と、より安全な環境・場での活動を進め、

さらに周囲の興味・関心を喚起することにつなげられるであろう。これは、学校教育だ

けではなく、博物館、水族館、学会それに特定非営利活動法人をはじめとする市民団体

など多様な主体の活動やこれらのコーディネートをカバーするうえで、府省横断型で、

上述の仕組み作りがなされることが欠かせないと思われる。 

これに、海洋教育を構成する柱の一つに海に関わる防災教育も必要であろう。3 月 11

日に発生した東日本大震災による津波によって、海の危険性が改めて示された。その一

方で本調査では、船の科学館が提供するワールド・シー・ワールドにて海難や海に関す

る防災プログラムを確認することができたものの、限られた機関・団体での活動であっ

た。我が国の地理的特性から沿岸部に人口が集中することは避けがたく、またこれまで

の津波被害の歴史を振り返れば、将来においても再びそのリスクに直面することは予見

できる。そのことから、海の防災教育を海洋教育に反映すべき内容として位置付け、広
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く国民に普及・啓蒙すべきものであろう。なお、津波被害は沿岸域に多方面に及ぶこと

も分かっている。そのため、横断的なとりまとめが欠かせないことも言えよう。 
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